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審 査 メ モ 

１ 賃金構造基本統計調査の変更 

賃金構造基本統計調査（以下「本調査」という。）について、調査計画のうち、「調査対象

の属性的範囲」「報告を求める事項」（以下「調査事項」という。）「報告を求めるために用い

る方法」（以下「調査方法」という。）「集計事項」を、以下のとおり変更して実施する計画で

ある。 

 

（１）調査対象の属性的範囲の変更 

 調査結果の利活用や調査の効率的実施等の観点から、本調査の調査対象除外業種に、

日本標準産業分類（平成25年10月改定）の「小分類766 バー，キャバレー，ナイトク

ラブ」に属する事業所を追加する。 

（審査状況） 

    本調査の現行調査計画では、表１のとおり、日本標準産業分類に掲げる産業の一部を

調査対象業種から除外している。 

  表１ 本調査における調査対象業種 

日本標準産業分類の大分類 対象内・外 一部対象外の除外部分 

Ａ 農業，林業 対象外  

Ｂ 漁業 対象外  

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 対象内  

Ｄ 建設業 対象内  

Ｅ 製造業 対象内  

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 対象内  

Ｇ 情報通信業 対象内  

Ｈ 運輸業，郵便業 対象内  

Ｉ 卸売業，小売業 対象内  

Ｊ 金融業，保険業 対象内  

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 対象内  

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 対象内  

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 対象内  

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 一部対象外 792 家事サービス業 

Ｏ 教育，学習支援業 対象内  

Ｐ 医療，福祉 対象内  

Ｑ 複合サービス事業 対象内  

Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 一部対象外 96 外国公務 

Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 対象外  

Ｔ 分類不能の産業 対象外  

 

一方、平成31年１月に実施された基幹統計の点検において、厚生労働省は、表２のと

おり、前記の除外業種に加え、大分類「Ｍ 宿泊業，飲食サービス業」のうち小分類「766 

バー，キャバレー，ナイトクラブ」（中分類は「76 飲食店」）についても、除外対象業種
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としていることを報告している。なお、総務省行政評価局による「賃金構造基本統計調

査問題に関する緊急報告」（平成31年３月８日。以下「緊急報告｣という。）においても、

除外開始時期は確認できなかったものの、遅くとも平成20年調査の調査関係書類には除

外する旨明記されていると指摘されている。 

このような状況の中、本件申請では、小分類「766 バー，キャバレー，ナイトクラブ」

について、 

① 調査対象産業全体に雇用される常用労働者数に占める当該業種に雇用される常用労

働者数の割合は僅かとなっており、調査結果に与える影響も小さく、支障も少ないと

考えられること、 

② 当該業種は、営業時間帯が主に夜間であること等により、調査票の記入指導や督促

等の実査事務の効率化の支障となっていること、 

などを勘案し、本調査の除外対象業種に追加する計画である。 

   これについては、当該変更に伴い調査結果の時系列比較に支障等が生じるものではな

いが、引き続き除外することに対する適否について、利活用等の観点から確認する必要

がある。 

表２ Ｍ 宿泊業，飲食サービス業における除外対象業種 

中分類 小分類 対象内・外 

75  宿泊業 （省略） 対象内 

76  飲食店 

760  管理，補助的経済活動を行う事業所（76飲食

店） 
対象内 

761  食堂，レストラン（専門料理店を除く） 対象内 

762  専門料理店 対象内 

763  そば・うどん店 対象内 

764  すし店 対象内 

765  酒場，ビヤホール 対象内 

766  バー，キャバレー，ナイトクラブ 対象外 

767  喫茶店 対象内 

769  その他の飲食店 対象内 

77  持ち帰り・配達飲
食サービス業 

（省略） 対象内 

 

（論点） 

１ 本調査における調査対象の属性的範囲（調査対象産業）は、どのような理由から

設定されているのか。また、これまで見直しは行われているのか。 

２ 他の業種の追加または除外についての検討は行っているのか。例えば、他の業種

で著しく回収率が低い業種の除外や、最近増加している農林業における法人組織の

追加等。 

３ 中分類「「76 飲食店」の中の小分類別に、母集団数（事業所及び労働者）とその

抽出数、回収率はどの程度となっているのか。 

４ 小分類「766 バー，キャバレー,ナイトクラブ」に属する事業所数及び労働者数は、

本調査の①対象産業全体、②大分類「Ｍ 宿泊業，飲食サービス業」及び③中分類「76 

飲食店」のどの程度を占めているのか。 

５ 除外理由の調査の困難性及び効率的実施は、調査員調査の場合の理由と考えられ
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るが、郵送調査の場合も調査の実施が困難であるのか。 

６ 小分類「766 バー，キャバレー,ナイトクラブ」に属する事業所を除外することによる

厚生労働省の施策への影響・支障はないのか、再び調査対象とする必要はないのか。 

７ 調査結果の利活用、利用者ニーズ等の観点からみて、「766 バー，キャバレー,ナ

イトクラブ」を調査対象から除外することは適当か。 

 



 

- 4 - 

 

（２）調査事項の変更 

ア 外国人労働者の「在留資格」を把握する調査事項の追加【個人票】 

外国人労働者について、「在留資格」を把握する調査項目を追加する。 

 

 変更案  

【個人票】 

 

 

（審査状況） 

我が国で就労する外国人は、年々増加している（平成30年10月末時点で約146万人）が、

平成31年４月から新たな在留資格（注）による外国人材の受け入れが開始されることに伴

い、更なる増加が想定される。 

（注）出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号）の改正により、平成31年４月から、
人材を確保することが困難な状況にあるため、外国人により不足する人材の確保を図るべき
産業分野を対象に、ある程度日常会話ができ生活に支障がない程度の日本語能力を有するこ
とを基本とし、相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務に従事する外国人向
けの在留資格「特定技能１号」と、同分野に属する熟練した技能を要する業務に従事する外
国人向けの在留資格「特定技能２号」が創設されることとなっている。 

このような状況の中、外国人材の受入れ・共生のための取組を、より強力に、かつ、

包括的に推進していく観点から取りまとめられた「外国人材の受入れ・共生のための総

合的対応策」（平成30年12月25日外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議）におい

て、「就労目的の外国人の雇用形態、賃金等を把握することができるよう統計の見直し等

を行い、平成31年度中の実施を目指す」とされたところである。 

このような状況を踏まえ、本件申請では、関連政策を的確に展開する上での基礎資料

として、外国人労働者の就労状況、賃金の実態を的確に把握するため、外国人労働者を

対象として、その在留資格を把握するための調査事項を新たに追加する計画である。 

これについては、政策ニーズへの対応を図るものであり、おおむね適当と考えるが、

利活用等の観点からみて、必要かつ十分なものとなっているか、報告者負担の抑制にも

配慮されているか等について確認する必要がある。 
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（論点） 

１ 本調査項目について、報告者である事業所は、どのような情報を基に記入すること

となるのか。報告者の記入負担抑制にも配慮されたものとなっているか。 

２ 外国人労働者を雇用している事業所及び把握される外国人労働者の数や割合は、報

告者全体のどの程度を占めるものと見込まれているのか。また、結果表章上、どの程

度の精度を確保することが可能か。 

３ 本調査項目の結果は、行政施策において、具体的にどのような利活用が見込まれて

いるのか。 

４ 利活用等の観点からみて、本調査項目の追加は、必要かつ十分なものとなっている

か。 
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イ 改元に伴う調査年次の表記の変更【事業所票及び個人票】 

 調査票様式における調査年次の表記部分について、新たな元号に変更する。 

 

 

 変更案  

【事業所票】 

 

【個人票】 

 

 

 現 行  

【事業所票】 

 

【個人票】 

 

 

（審査状況） 

2019年５月１日から新たな元号に改められることに伴い、事業所票及び個人票におけ

る調査年次の表記部分について、新たな元号による表記に変更する計画である。 

これについては、改元に伴って変更するものであり、適当と考える。 
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ウ 労働者の番号又は氏名を把握する調査事項の削除【個人票】 

 記入対象となる労働者の番号又は氏名を把握する調査項目を削除し、別途、労働者を

識別するための番号等を備考欄に記載するよう変更する。 

 

 変更案  

【個人票】 

   

 現 行  

【個人票】 

   

（審査状況） 

本件申請では、個人情報保護に対する意識の高まりを踏まえ、調査対象事業所の協力

を得やすくするため、個人票において、記入対象となる労働者の番号又は氏名を把握す

る調査事項を削除する計画である。 

この「労働者の番号又は氏名」については、個人票の内容審査の過程で事業所に疑義

照会を行う際に、事業所が照会の対象となる労働者を特定できるようにするため把握し

ていたものであるが、今般、本調査事項を削除することに伴い、その代替措置として、

「備考」欄に労働者を識別するための番号等（社員番号やイニシャルなど）を記載する

よう求めることとしている。 

これについては、報告者にとって忌避感の強い調査事項を削除し、報告者負担の軽減

を図るものであり、また、実査上における支障が生じないよう所要の措置を講じること
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としていることから、おおむね適当と考えるが、削除による代替措置が十分か、また、

報告者にとって紛れが生じないか確認する必要がある。 

 

（論点） 

１ 「備考」欄に「社員番号やイニシャル等」の「労働者を識別するための番号等」

を記入するのであれば、報告者の記入負担は軽減されないのではないか。プレプリ

ントされている「一連番号」では不十分なのか。 

２ 「備考」欄に「労働者を識別するための番号等」が記入されないことによる照会

への支障が生じるのではないか。支障が生じないよう、どのような措置を講じる予

定か。 

３ 「備考」欄における「事業所で記入対象労働者を識別できる番号等のほか、記入

内容が特異な場合は、その理由を記入して下さい」との注記は十分か。記入者に紛

れが生じる恐れはないか。 
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（３）調査方法の変更 

 調査対象事業所の所在状況を踏まえ、調査の効率的実施の観点から、厚生労働省から調

査票を直接郵送するとともに、調査票の回収に当たっては、都道府県労働局及び労働基準

監督署経由による郵送回収を原則としつつ、回収率の確保・向上の観点から、一部、調査

員又は職員による督促・回収を実施する。 

また、調査対象事業所を多数有する企業が希望する場合には、当該企業の本社に対して、

直接、郵送により調査票の配布・回収を行う。 

（審査状況） 

   本調査の現行調査計画では、厚生労働省から都道府県労働局及び労働基準監督署（以下

「調査実施機関」という。）を経由し、統計調査員が調査票を配布・回収する方法で実施す

るとされていることから、後記２のとおり、調査の効率化に向けた調査方法の見直しを行

うようにとの統計委員会の指摘を踏まえ、「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成

30年３月６日閣議決定。以下「第Ⅲ期基本計画」という。）において改善を求められている。 

一方、平成31年１月に実施された基幹統計の点検において、厚生労働省は、平成18年頃

から、調査員調査によらず、ほとんどの地域で郵送調査により実施していると報告してい

る。なお、緊急報告においても、開始時期は確認できなかったものの、平成18年調査以前

から郵送調査が導入されていたと推測している。 

なお、厚生労働省では、民間事業者を活用し、郵送による調査票の配布・回収等の業務

の実施・検証を行うこと等を目的として、平成30年６月に試験調査を実施している。また、

厚生労働省では、報告者の利便性の向上や調査結果の正確性の確保への寄与、統計調査業

務の効率化の観点から、2020年調査からのオンライン調査を導入する方向で検討している。 

このような状況の中、本件申請では、調査対象となっている事業所が地域的に点在して

いる現状を踏まえ、調査の効率的実施等の観点から、①厚生労働省から一括して郵送によ

り調査票を配布するとともに、②調査実施機関（都道府県労働局・労働基準監督署）に対

する郵送提出を原則としつつ、本社における労務管理が進んでいることを踏まえ、調査対

象事業所を多数有する企業が希望する場合には、当該企業の本社から厚生労働省に直接調

査票の提出を行う「本社一括調査」を導入する計画である。また、回収率の確保・向上を

図る観点から、重点的な調査票の回収が必要な事業所については、調査実施機関の職員又

は統計調査員による督促・回収を実施するなど、調査方法を整理・再編する計画である 

   これについては、今回変更を予定している調査方法は、2020年調査からのオンライン調

査の導入も含めた大幅な見直しを見据えた、過渡的な措置であることを踏まえ、今回の変

更計画についての改善点や、調査結果への影響等について、確認する必要がある。 

 

（論点） 

１ 本調査における産業別・事業所規模別等の回収率及び有効回答率は、どのように推移

しているか。 

２ 実態としては具体的にどのような方法・系統により調査を実施しているのか。また、

①実際に統計調査員は何人おり、どこに配置されているのか。②調査実施機関の職員又

は統計調査員は、どのような役割を果たしているのか。③調査実施事業所は調査対象と

なる労働者をどのように抽出するのか。さらに、調査の実施に関しては、事務処理要領

上は、どのように記載されているのか（現在とさかのぼれるかぎりの時点）。 

３ 実際には郵送調査は、大部分とされているが、郵送調査でない所は具体的にどの程度

あるのか。 
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４ 郵送調査を基本とした今回の調査方法の整理・再編は、回収率（結果精度）の確保・

向上等において、どのような効果（メリット）・デメリットが考えられるか。当該デメ

リットを抑制するため、更に改善を図る余地はないか。また、郵送回収に当たっては、

都道府県労働局が直接に、あるいは、労働基準監督署を経由して、調査票を回収するこ

ととしているが、具体的にどのように役割分担を図るのか。 

５ 調査実施機関の職員又は統計調査員による調査票の督促・回収や本社一括調査につい

ては、それぞれどのような役割分担により実施するのか。複数の回収方法が導入される

ことにより、督促の重複や回収の漏れ等が生じないよう、回収状況をオンタイムで管理

し、情報を共有するなどの措置を講じるのか。 

６ 試験調査については、どのような計画により実施し、どのような検証結果が得られた

のか（産業・事業所規模別の回収率・有効回答率、具体的に実施した回収率向上方策等

を含む。）。その結果について、どのように評価・分析しているか。当該評価・分析結

果も踏まえ、今後、更なる調査業務の効率化や回収率向上を図るため、どのような方策

を検討しているのか。 

７ 2020年調査から予定しているオンライン調査の導入は、どのような計画となってお

り、現在の進捗状況はどうなっているのか。また、現在、報告者が電子媒体による調査

票の提出を希望した場合、どのように対応しているのか。 
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（４）集計事項の変更 

 集計事項について、調査項目（「在留資格」）の追加に伴い、所要の集計事項を追加す

る。 

（審査状況） 

   本件申請では、集計事項について、外国人労働者の在留資格を把握する調査項目の追加

に伴い、外国人労働者について、一般労働者及び短時間労働者の別に、在留資格区分別の

実労働時間数や所定内給与額等に係る集計事項（４表）を追加する計画である。 

   これについては、政策課題を検討する上での有用な情報を提供するとともに、広く統計

利用者のニーズにも応えようとするものであること等から、おおむね適当と考えるが、具

体的にどのような集計表が作成され、どのような分析が可能になるのか、また、充実を図

る余地はないのか等について確認する必要がある。 

 

（論点） 

１ 追加される集計事項の表章（様式）は、具体的にどのようなものか。 

２ 外国人労働者の出現率を踏まえ、集計事項の表章区分等については、適切なものと

なっているか。 

３ 追加される集計事項については、調査結果の利活用等の観点からみて、十分かつ適

切なものとなっているか。更なる改善の余地はないか。 

４ その他、集計事項全体の見直し（追加、削減等）を行う余地はないのか。 
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２ 第Ⅲ期基本計画における指摘への対応状況について 

〔第Ⅲ期基本計画（抜粋）〕 

（１）賃金構造基本統計について、毎月勤労統計との比較に関する技術的な検討や、その

検討結果を踏まえた試算及び非回答の事業所の偏りによる非標本誤差の分析等を実

施し、統計利用者に本調査の特徴を含めた情報を提供する。【平成 30年度（2018年

度）から実施】 

（２）賃金構造基本統計調査における匿名データの提供について、政府全体での検討状況

も踏まえ、匿名データ化の手法が確立している世帯調査の手法を準用できる可能性の

ある個人票の提供を優先的に検討する。【平成 30年度（2018年度）から実施】 

（３）賃金構造基本統計調査について、調査の効率化に向けた調査方法の見直し及び公表

の更なる早期化、回収率の向上策、調査対象職種の見直しや学歴区分「大学・大学院

卒」、「高専・短大卒」の細分化について、試験調査の実施等により見直しの影響を

検証しつつ検討する。また、回収率を考慮した労働者数の推計方法の変更や、オンラ

イン調査導入に合わせ、抽出された事業所内の全労働者を調査することについての検

討を進める。【2020年調査の企画時期までに結論】 

（審査状況） 

 少子高齢化により生産年齢人口が減少する中、「経済財政運営と改革の基本方針2017」（平

成29年６月９日閣議決定）においては、「働き方改革実行計画」（平成29年３月28日働き方改

革実現会議決定）に従って、府省の枠を超えた各種施策を推進することが求められている。

このような状況の中、第Ⅲ期基本計画においては、働き方改革の推進や評価等を行う上で、

労働関連統計の重要性がますます高まっており、調査事項を一層的確なものとするための改

善や提供情報の充実等に関係府省が一体となって取り組むことが重要として、個々の統計調

査における課題解決に取り組むよう指摘している。 

その中で、本調査については、 

① 毎月勤労統計との比較に関する技術的な検討結果を基にした情報提供の充実、 

② 個人票を中心とした匿名データの提供の検討、 

③ 回収率を考慮した労働者数の推計方法の変更、調査の効率化に向けた調査方法の見直し、

公表の更なる早期化等の諸課題の解決に向けた検討、 

を推進するよう求められているところである。 

これを踏まえ、厚生労働省は、上記①から③の各課題について、いずれも検証・検討中と

しているが、現在の検討状況や実態等を確認した上で、取組の更なる推進を検討する必要が

ある。 

 

（論点） 

１ 第Ⅲ期基本計画の各課題について、現時点での検証・検討状況は、どのようになって

いるか。当該検証・検討状況を踏まえ、取組の見直しや更なる推進等を図る必要はない

か。 

２ また、今回の調査計画の見直しの中で、調査実施上の構造的な課題を踏まえた透明性

や再現可能性の確保等に向けて、どのような取組を進めようとしているのか。 

３ 実際に郵送による調査票の配布・回収はいつから行っていたのか。 

４ 既に公表済みの結果について、調査計画との相違による影響は生じていないか。 

 


